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１　�定額残業代の内容、有効と
するための条件および無効
リスク

⑴　�前提知識：割増賃金の基本

　労基法は、原則として１日８時間、１週

40時間を労働時間の限度（法定労働時間）

としています。また、週に１回以上（また

は４週４日以上）の休日（法定休日）を与

えることを求めています。法定労働時間を

超えて労働させる場合や法定休日に労働さ

せる場合、36協定の締結・届出や割増賃金

の支払いが必要です。さらに、深夜（午後

10時～午前５時）に労働させる場合にも、

割増賃金の支払いが必要となります（別表）。

　例えば、年俸月額40万円の労働者が、月

に20時間の時間外労働をした場合（月平均

所定労働時間を160時間と仮定）の労基法が

求める割増賃金の金額の計算は、次のとお

りとなります１）。

基礎単価（40万円÷160時間）×125％×20

時間＝６万2,500円

　年俸制を採用しているからといって、割

増賃金の支払いが不要となるわけではない

点に注意が必要です。

⑵　定額残業代の内容

　定額残業代とは、実際の時間外労働等の

有無にかかわらず、毎月一定の金額を残業

代として支給する賃金のことをいいます。

定額残業代を採用する理由はさまざまです

　昨年、医師の年俸制に関する最高裁の判決（最二判平成29年７月７日）が出されま
した。この最高裁判決では、医師の年俸の中には、時間外労働等に対する割増賃金が
含まれているとの病院側の主張（いわゆる定額残業代の主張）が否定されました（原
審では医師の特殊性等を重視し、病院側の主張が認められていた）。医師の賃金につい
ては年俸と宿日直手当を支払うのみで、厳密な時間外労働等に対する割増賃金が支払
われていないケースも多く、この最高裁判決が実務に与える影響は小さくありません。
　今回は定額残業代の内容等について説明し、有効な定額残業代制度にするために考
えられる書式を提示するとともに解説します。

１）�説明の便宜上、諸手当は不支給のケースとしていますが、諸手当が支給されている場合、一部の除外
賃金を除いて基礎賃金に算入する必要があります。また、出来高給については計算式が異なるため注
意が必要です。
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が、毎月厳密に計算した残業代を１円単位

で支払うことの煩雑さを回避したり、毎月

の労働時間によって賃金が大きく変動する

ことを防ぎ、労働者の生活を安定させるこ

となどが考えられます。

　ただし、定額残業代は、その金額だけ支

払っていればよいというものではありませ

ん。時間外労働等については前述のとおり、

労基法上最低限支払う必要のある割増賃金

が決まっており、定額残業代で足りない分

については別途追加で支払う必要がありま

す。

　例えば、年俸月額40万円（うち年俸基準

額36万円、定額残業代４万円）の労働者が、

月に20時間の時間外労働をした場合（別図

の有効の場合参照）について、労基法が別

途追加で支払いを求める割増賃金の計算は、

次のとおりとなります。

〔基礎単価（36万円÷160時間）×125％×20

時間〕－既払い４万円＝１万6,250円

⑶　定額残業代を有効とするための条件

　定額残業代を有効とするための条件は、

現時点では大きく分けて次の２つと考えら

れています。

①　明確区分性

（ア）明確区分性が必要とされる理由

　明確区分性とは、賃金のうち、時間外労

働等に対する割増賃金部分が、その余の賃

金と明確に区分されていることです。具体

的には、賃金のうち、定額残業代の金額等

が明確にされていることが必要です。

　例えば、「月40万円の賃金の中には残業代

が含まれている」という取り決めだけでは、

40万円のうちのいくらが残業代かが分から

ず、前述の不足額の計算自体もできません。

なお、前述の医師の年俸制に関する最高裁

判決においても、この条件が満たされてい

ないとの判断がされています。

（イ）�明確区分性に関する近時の裁判例の判

断

　近時の定額残業代に関する裁判例では、

明確区分性の判断に関して、次の点を考慮

しているものがあります。

・定額残業代の名称（定額残業代と分かる

こと）

・金額および対応する時間の明示

・法定時間外労働、法定休日労働、深夜労

働のいずれに対応するかの明示

②　差額支払いの合意

　定額残業代が労基法の求める割増賃金

（または、就業規則所定の金額）を下回る場

合に、その差額を当該賃金の支払い時期に

精算するという合意が存在するか、あるい

は、少なくともそうした取り扱いが確立し

労働の種類 割増賃金の率
法定時間外労働 125％（１カ月60時間を超えた場合150％、ただし、中小事業主の適用猶予あり２））
法定休日労働 135％
深夜労働 25％

別表　割増賃金の率

２）猶予措置を廃止する法改正の動きがあります。
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ていること（以上について、「差額支払いの

合意」という）が必要です。近時の裁判例

の傾向としては、実際に差額が支払われて

いるかが重視されていると考えられます。

③　その他の考慮要素

　近時の裁判例の中には、上記①、②に加

え、次の要素等を考慮しているものもあり

ます。

㋐定額残業代が実質としても残業代として

の性格を有していること

　例えば、恒常的に残業が発生しない従業

員に対しても定額残業

代が支払われている場

合、実質的にみて、残

業代としての性格を有

しないと判断される可

能性があります。

㋑定額残業代に対応す

る時間数が、36協定

の限度基準を大幅に

超えていないこと

　時間外労働について

は限度基準（一般の場

合１カ月45時間）があ

り、これを大幅に超え

る時間数（例えば１カ

月90時間分の定額残業

代）を設定した場合、

有効性が否定される可

能性もあります。

⑷　�定額残業代が無効

の場合のリスク

　定額残業代が無効と

なった場合、別図のと

おり、４万円は定額残業代ではなく、年俸

基準額と同様の固定的に支払われる手当と

判断されます。その結果、残業代を計算す

る基礎単価の金額が高くなります（第１の

リスク：基礎単価の増額）。

　そして、定額残業代が無効とされると既

払いの残業代は０円となり、高くなった基

礎単価に基づいて計算された割増賃金全額

を支払う必要が生じます（第２のリスク：

既払いが０となるリスク）。

　さらに、訴訟の場合、裁判所からペナル

別図　定額残業代のリスク

÷160 時間

×125％×残業20時間

÷160時間

×125％×残業20時間

無効

有効

年俸基準額

36万円/月

定額残業代

4万円/月

5万6,250円

残業代総額 既払い

4万円

追加の支払い

1万6,250円

年俸基準額

36 万円/月

定額残業代

4万円/月

残業代総額

6万2,500円

既払い

0円

追加の支払い

6万2,500円

基礎単価

2,250円

基礎単価

2,500円

無効の場合

有効の場合
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ティーとして、付加金（未払いの残業代と

同額）の支払いを命じられる可能性もあり

ます（第３のリスク：付加金のリスク）。

　このように、定額残業代が無効と判断さ

れた場合、金銭的な影響は非常に大きいも

のとなります。

２　�定額残業代を有効と�
するための書式

　本書式（55ページ）は、定額残業代に対

する近時の裁判例の厳しい判断の傾向を踏

まえ、定額残業代が無効と判断されるリス

クをできる限り小さくするための確認書で

す（本書式は、あくまでリスクをできる限

り小さくするためのものであり、このよう

な確認書を締結すれば、必ず定額残業代が

有効となるわけではありませんので、注意

が必要です）。

⑴　①明確区分性の条件

　本書式では、定額残業代の①明確区分性

の条件を満たす観点から、定額残業代の金

額を明示しています（第１条）。また、近時

の裁判例等も考慮して、法定時間外労働、

法定休日労働、深夜労働ごとに対応する金

額および対応する時間数（なお、法定時間

外労働の時間は、45時間以内で定めること

を想定）も明示しています（第２条）。さら

に、定額残業代が残業代の実質を有してい

ることを高める観点から、金額の設定にあ

たっては、実際の残業実績等を考慮して定

めることを想定しています（第２条）。

⑵　医師の年俸制と定額残業代の特殊性

　医師の賃金も内容はさまざまですが、年

俸制や定額残業代を採用した場合であって

も、宿日直手当は別途支給する形式として

いることが比較的多く見られます。したがっ

て、本書式では定額残業代によってカバー

される時間外労働等と宿日直手当等によっ

てカバーされる時間外労働等を区分してい

ます（第３条）。

　なお、医師の労働時間の扱い（どの部分

が労働時間に該当するか）、宿日直の取り扱

い等については、次回以降詳しく取り上げ

る予定です。

⑶　②差額支払いの合意

　本書式では、②差額支払いの合意の条件

を満たす観点から、定額残業代が不足する

場合、差額を支払う旨を、計算式を明記し

たうえで明示しています（第４条）。

３　医師の働き方について

　医師の働き方等については、前述の最高

裁判決、働き方改革、労基署による是正指

導等、近時注目が集まっています。働き方

改革における時間外労働の上限規制につい

ては応召義務との兼ね合いで、規制のあり

方が問題となっています。

　医師の賃金設計についても、実際の働き

方に影響を受けるため、定額残業代等を設

定するにあたっては、次回以降、詳細に取

り上げる医師の労働時間の扱い、宿日直の

取り扱い等を踏まえた検討が必要となりま

す。

次回以降の予定

５月１日号　医師の労働時間性
６月１日号　当直・宿直の労働時間性
７月１日号　看護師の労働時間性
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３）　その他、業績年俸等がある場合、上記と異なりますので注意が必要です。
４）　個人単位、診療科単位などが考えられます。
５）　�医師に関する労働時間の取り扱い、宿日直の取り扱いについては次回以降に取り上げる予定です。
６）　�計算式については、年俸基準額（１カ月）以外にも各種手当がある場合（業績年俸等が固定の場合を

含む）、適宜修正が必要です。
７）　中小事業主（病院を含む）については適用猶予があるため、変更することが考えられます。

年俸及び定額残業代に関する確認合意書

医療法人●●（以下、「甲」という）と医師●●（以下、「乙」という）とは、甲乙間の雇用契約に定めた年
俸及び定額残業代に関し、次の通り確認し、合意した。

第１条
　甲が乙に対して支払う基本年俸の内訳は次の通りであること。甲は乙に対し、基本年俸とは別に、宿日直
手当及び交通費を支給する３）。

年俸基準額（１カ月分）　　　　　●円
　定額残業代（１カ月分）　　　　　●円　
　基本年俸　 （１カ月分）　　　計　●円　

第２条
　甲が乙に対して支払う定額残業代の内訳は、次の通りであること。また、各金額は、●年度の残業実績等４）

を考慮して設定したこと。
法定時間外労働手当（●時間分）　●円
法定休日労働手当（●時間分）　　●円

　深夜労働手当（●時間分）　　　　●円　
　　　　　　　　　　　　　  計　●円

第３条
　第２条に定めた定額残業代は、次の場合の法定時間外労働、法定休日労働及び深夜労働（以下、「法定時間
外労働等」という）を対象とすること（詳細は、【医師の労働時間に関するルール】及び【宿日直に関するルー
ル】５）参照）。
　①通常業務（詳細は【医師の労働時間に関するルール】参照）の延長による法定時間外労働等
　②緊急呼び出しに応じて通常業務を行ったことによる法定時間外労働等
　③宿日直勤務中に生じた通常業務による法定時間外労働等
　④●●

第４条
　乙が第１条及び第２条に定める定額残業代を超えて、法定時間外労働、法定休日労働及び深夜労働を行っ
た場合、甲は、下記の計算方法に従って、それぞれ超過分の割増賃金を別途支給すること（基礎単価は、年
俸基準額（１カ月分）６）を１カ月平均所定労働時間で割ったもの）。
　⑴　法定時間外割増賃金
　　　�（基礎単価×1.25×法定時間外労働時間数（60時間以内の部分））+（基礎単価×1.5×法定時間外労働

時間数（60時間を超えた部分））７）－定額残業代（法定時間外労働手当）
　⑵　法定休日割増賃金
　　　�（基礎単価×1.35×法定休日労働時間数）－定額残業代（法定休日労働手当）
　⑶　深夜割増賃金
　　　（基礎単価×0.25×深夜労働時間数）－定額残業代（深夜労働手当）

本合意成立の証として、本合意書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。

	 ●年●月●日

　　　　　　甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
　　　　　　医療法人●●　　　　　　　　　　　　　　　　（氏　名）　　　　　　　　 印
　　　　　　（理事長）　　　　　　　　 印　　　　　　 　　（住　所）　　　　　　　　 
　　　　　　（所在地）　　　　　　　　 




